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目標達成の方策 項目 達　成 現行どおり 継　続 検　討

①事務事業の効
　率化と経営資
　源の有効活用 54

消防無線３波統制、
民間活力活用指針策
定 、新たな公共の担
い手と協働する体制
づくり
　　　　　   　（３件）

放課後児
童対策事
業の統一

　   （１件）

地域バス路線の再編、
広報広聴制度の充実な
ど

　　　　　　     （40件）

学校など用務員業務の
民間委託、資産管理シ
ステムの導入など

　　　　　　　 （10件）

②財政健全化に
　向けた取り組
　み 33

所管課における債権
管理の適正化の推進

　　　　　   　（１件）

第２期財政健全化計画
の着実な実施、市税等
滞納処理対策本部によ
る訪問徴収など
　　　　　　     （27件）

補助金交付団体などへ
の評価制度の導入、下
水道使用料の見直しな
ど
　　　　　　     （５件）

③効率的な行政
　経営システム
　の確立 18

決裁規程の低位化
 

　　　　　　   （１件）

総合的な行政経営シス
テムの確立、組織機構
改革計画の見直しなど
　 　 　 　 　 　                                             
　　　　　　　 （15件）

効率的で効果的な会議
運営の確立、活動基準
原価計算に基づく行政
コストの可視化
　　　　　　 　（２件）

合　　計　 105 ５件（4.8％） １件（0.9％） 82 件（78.1％） 17 件（16.2％）

表：目標達成の方策ごとの取り組み内容
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の
取
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組
み
状
況　

　

行
革
プ
ラ
ン
に
基
づ
い
た
平

成
27
年
度
の
行
政
改
革
に
取
り

組
む
べ
き
項
目
は
、
全
部
で

１
０
５
項
目
で
し
た
。
未
着
手

の
取
り
組
み
は
な
く
な
り
、
全

て
の
項
目
が
検
討
・
実
施
段
階
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し
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ま
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。
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捗
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は
、
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◇
達
成
…
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４
・
８
％
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行
革
プ
ラ
ン
に
掲
げ
る
目
標

を
達
成
し
た
も
の
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◇
現
行
ど
お
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…
１
件（
０
・

９
％
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行
革
プ
ラ
ン
の
目
標
達
成
に

向
け
検
討
し
た
結
果
、現
行
ど

お
り
行
う
こ
と
と
し
た
も
の
。

◇
継
続
…
82
件（
78
・
１
％
）　

　

行
革
プ
ラ
ン
に
掲
げ
た
目
標

の
た
め
に
、毎
年
度
継
続
し
て

取
り
組
む
必
要
が
あ
る
も
の
、

お
よ
び
目
標
の
一
部
は
達
成
し

た
も
の
の
未
だ
達
成
し
て
い
な

い
事
項
が
あ
る
た
め
、引
き
続

き
検
討
が
必
要
な
も
の
。

◇
検
討
…
17
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16
・
２
％
）

　

行
革
プ
ラ
ン
に
掲
げ
た
目
標

達
成
に
向
け
検
討
中
の
も
の
。

◇
未
着
手
…
０
件

　

目
標
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成
の
方
策
ご　

　

と
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取
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大
目
標
「
日
光
創
新
に
向
け

た
健
全
な
市
政
経
営
の
確
立
」

を
達
成
す
る
た
め
に
設
定
し
た

３
つ
の
「
目
標
達
成
の
方
策
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ご
と
の
取
り
組
み
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は
下
表

の
と
お
り
で
す
。

　

こ
れ
ら
の
取
り
組
み
に
よ

り
、
平
成
27
年
度
中
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財
政
的

効
果
は
約
４
億
１
、６
７
０
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
平

成
24
年
度
か
ら
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累
積
額
は

21
億
８
、５
１
７
万
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に
な
り

ま
す
。

　

さ
ら
に
、
行
政
改
革
の
効
果

は
財
政
的
な
も
の
だ
け
で
は
な

く
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
や

行
政
の
効
率
化
な
ど
、
多
く
の

事
業
効
果
と
し
て
も
表
れ
て
い

ま
す
。

※
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

    

に
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
ご

　

覧
く
だ
さ
い
。

く
わ
し
く
は

総
務
課　

行
政
改
革
係

☎
 （21
）５
１
３
０

　市は、平成24年３月に「日光市行政改革プラン（以下、行革プラン）」を策定し、達成すべき大
目標に「日光創

そうしん

新に向けた健全な市政経営の確立」を掲げ、行政改革に取り組んでいます。行革プ
ランは、行動期間を平成24年度から平成27年度の４年間としており、平成27年度で４カ年度にわ
たる取り組みが終了しました。
　今回は、平成27年度における行政改革の取り組み状況についてお知らせします。
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取
り

組
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ご

と
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 行政改革プラン   の
　　　　　   取り組み状況について

目標達成の方策 項目 達　成 現行どおり 継　続 検　討

合　　計 105 ５件（4.8％） １件（0.9％） 82 件（78.1％） 17 件（16.2％）


